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市第 136 号議案 令和４年度 横浜市一般会計補正予算 

（第８号）（関係部分）の概要 

 

国補正等に連動した増額、及び事業の執行見込にあわせた整理補正等を行います。 

 

１ 歳入歳出予算の補正 184,334 千円 

 

（１）国補正等に連動した増額補正 ４事業 3,618,535 千円  

（内訳） （単位：千円）

補　正　額

12款１項３目　道路等維持費

　舗装補修工事等の実施に伴う増額補正 1,000,000

12款２項３目　道路特別整備費　

国の補正予算を活用した国庫補助事業の実施に伴う増額補正 1,196,855

緊急輸送路等の無電柱化、橋りょうの老朽化対策等を実施

12款２項４目　街路整備費　

国の補正予算を活用した国庫補助事業の実施に伴う増額補正 455,680

都市計画道路の整備促進による都市機能の強化

12款３項２目　河川整備費　

国の補正予算を活用した国庫補助事業の実施に伴う増額補正 966,000

浸水被害等により優先度が高い河川に対する護岸整備等を実施

款　項　目　及　び　理　由

 
 

 

（２）事業の執行見込にあわせた整理補正等 ９事業 ▲3,434,201 千円 

（内訳） （単位：千円）

補　正　額

12款１項１目　道路行政総務費　

給与改定等に伴う人件費の増額補正 86,515

12款１項２目　道路等管理費

光熱費の執行見込額の増に伴う増額補正 108,502

12款１項３目　道路等維持費

　道路標識補修の実施に伴う増額補正 66,000

款　項　目　及　び　理　由
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（内訳） （単位：千円）

補　正　額

12款１項４目　交通安全・自転車政策推進事業費

委託料等の減に伴う減額補正、及び自転車駐車場整理手数料の減に伴う財源更正 ▲ 15,000

（財源更正）手数料 ▲197,235千円、一般財源 197,235千円

12款２項３目　道路特別整備費　

国庫補助事業の認証が本市の当初予算を下回ったことによる減額補正 ▲ 889,450

12款２項４目　街路整備費　

国庫補助事業の認証が本市の当初予算を下回ったことによる減額補正 ▲ 993,061

12款２項６目　道路費負担金　

国直轄事業費の減に伴う減額補正 ▲ 1,562,331

12款３項２目　河川整備費

国庫補助事業の認証が本市の当初予算を下回ったことによる減額補正 ▲ 213,000

17款１項13目　公共事業用地費会計繰出金

　公債費利子の減等に伴う減額補正 ▲ 22,376

款　項　目　及　び　理　由
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（参考）歳⼊歳出予算額の内訳
（１）歳 ⼊

⾦額
千円 千円 千円 千円

16款 分担⾦及び負担⾦
1項 負担⾦

6⽬ 道路費負担⾦ 557,574 20,000 577,574 (4)道路特別整備費負担⾦ 20,000
17款 使⽤料及び⼿数料

2項 ⼿数料
10⽬ 道路⼿数料 2,257,366 ▲ 209,990 2,047,376 (1)⾃転⾞駐⾞場整理⼿数料 ▲ 200,380

(2)放置⾃転⾞等保管⼿数料 ▲ 9,610
18款 国庫⽀出⾦

2項 国庫補助⾦
12,018,958 68,617 12,087,575 (2)道路特別整備費補助⾦ 112,426

(3)街路整備費補助⾦ ▲ 293,809
(4)河川整備費補助⾦ 250,000

19款 県⽀出⾦
1項 県負担⾦

95,580 10,000 105,580 (2)道路特別整備費負担⾦ 10,000
2項 県補助⾦

578,000 234,000 812,000 (1)河川整備費補助⾦ 234,000
20款 財産収⼊

2項 財産売払収⼊
1⽬ 不動産売払収⼊ 145,889 53,899 199,788 (1)⼟地売払収⼊ 53,899

24款 諸収⼊
5項 雑⼊

10⽬ 道路費雑⼊ 225,725 ▲ 2,245 223,480 (3)リサイクル⾃転⾞売却収⼊ ▲ 2,245
25款 市債

1項 市債
10⽬ 道路債 17,721,000 ▲ 1,269,000 16,452,000 (2)道路等維持費充当債 66,000

(4)道路特別整備費充当債 57,000
(5)街路整備費充当債 ▲ 255,000
(6)道路費負担⾦充当債 ▲ 1,406,000
(8)河川整備費充当債 269,000

（２）歳 出 

補正前の額 補正額 計
市債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

12款 道路費 78,140,887 206,710 78,347,597 ▲ 1,269,000 ▲ 138,336 1,301,429

1項 道路維持管理費 25,105,814 1,246,017 26,351,831 66,000 ▲ 212,235 1,392,252

6,904,899 86,515 6,991,414 0 0 86,515
3,005,354 108,502 3,113,856 0 0 108,502
13,023,080 1,066,000 14,089,080 66,000 0 1,000,000
2,172,481 ▲ 15,000 2,157,481 0 ▲ 212,235 197,235

2項 道路整備費 49,648,597 ▲ 1,792,307 47,856,290 ▲ 1,604,000 73,899 ▲ 90,823

15,578,820 307,405 15,886,225 57,000 73,899 13,080
26,573,314 ▲ 537,381 26,035,933 ▲ 255,000 0 428
6,356,332 ▲ 1,562,331 4,794,001 ▲ 1,406,000 0 ▲ 104,331

3項 河川費 3,386,476 753,000 4,139,476 269,000 0 0

1,991,576 753,000 2,744,576 269,000 0 0
17款 諸⽀出⾦

1項 特別会計繰出⾦

562,756 ▲ 22,376 540,380 0 0 ▲ 22,376

9⽬ 道路費県補助⾦

11⽬ 道路費
  国庫補助⾦

6⽬ 道路費県負担⾦

節
区分

(歳⼊) 款 項 ⽬ 補正前の額 補正額 計

4⽬ 交通安全・⾃転⾞
  政策推進事業費

2⽬ 道路等管理費
3⽬ 道路等維持費

⼀般財源

▲ 171,383

1⽬ 道路⾏政総務費 0

0
0

(歳出) 款 項 ⽬

312,617

0

0

特定財源
国県⽀出⾦

13⽬ 公共事業⽤地費
   会計繰出⾦

0

3⽬ 道路特別整備費 163,426

2⽬ 河川整備費

4⽬ 街路整備費
6⽬ 道路費負担⾦

補正額の財源

▲ 282,809
▲ 52,000

484,000

484,000

 
＜参考＞議案書（補正予算に関する説明書）93 ページから 133 ページについて道路局関係部分を抜粋。
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２ 市債の補正 

 

市債について、市債発行限度額を補正します。 

 

第３表　市債補正（道路局抜粋）

補 正 前 補 正 後

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

道 路 等 維 持 費 1,622,000 1,688,000

道 路 特 別
整 備 費

5,556,000 5,613,000

街 路 整 備 費 4,152,000 3,897,000

道 路 費
負 担 金

5,720,000 4,314,000

河 川 整 備 費 426,000 695,000

起債の目的

　市債証券の
発行または普
通貸借の方法
による。
　起債の時期
は令和４会計
年度。ただし、
その全部また
は一部を翌年
度以後に繰り
越し、起債す
ることができ
る。
　外国通貨に
より起債する
場合には、そ
の限度額は、
前記金額の全
部または一部
を、起債日に
おける外国為
替相場で換算
した金額によ
ることができ
る。また、こ
の場合におい
て、市債証券
を紛失または
滅失したもの
に交付するた
め必要あると
きは、限度額
欄に規定する
もののほか、
市債証券を発
行することが
できる。

 5.0％
以内
　ただ
し、利
率見直
し方式
で借り
入れる
資金に
つい
て、利
率の見
直しを
行った
後にお
いて
は、当
該見直
し後の
利率と
する。

　起債年度
の翌年度か
ら据置期間
を含め、30
年以内に償
還する。た
だし、本期
間中、未償
還額の範囲
内において
借り換える
ことができ
る。
　公的資金
を借り入れ
る場合は、
その融通条
件による。

　市債証券の
発行または普
通貸借の方法
による。
　起債の時期
は令和４会計
年度。ただし、
その全部また
は一部を翌年
度以後に繰り
越し、起債す
ることができ
る。
　外国通貨に
より起債する
場合には、そ
の限度額は、
前記金額の全
部または一部
を、起債日に
おける外国為
替相場で換算
した金額によ
ることができ
る。また、こ
の場合におい
て、市債証券
を紛失または
滅失したもの
に交付するた
め必要あると
きは、限度額
欄に規定する
もののほか、
市債証券を発
行することが
できる。

 5.0％
以内
　ただ
し、利
率見直
し方式
で借り
入れる
資金に
つい
て、利
率の見
直しを
行った
後にお
いて
は、当
該見直
し後の
利率と
する。

　起債年度
の翌年度か
ら据置期間
を含め、30
年以内に償
還する。た
だし、本期
間中、未償
還額の範囲
内において
借り換える
ことができ
る。
　公的資金
を借り入れ
る場合は、
その融通条
件による。

 
＜参考＞議案書 11 ページについて道路局関係部分を抜粋。 
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３ 繰越明許費の補正 

 

関係機関や地元との調整に日数を要したこと等により、８事業、17,905,000 千

円について繰越明許費を設定します。 

 

第４表　繰越明許費補正（道路局抜粋）

款 項 事業名 金額 繰越理由

千円

35,000

12 道路費
1 道路維持管
　理費

道路修繕事業 1,106,000
関係機関との調整等に日数を要した
ため。

12 道路費
1 道路維持管
　理費

交通安全施設補
修事業

105,000 製作等に日数を要したため。

12 道路費 2 道路整備費
交通安全施設等
整備事業

78,000
関係機関や地元との調整に日数を要
したため

12 道路費 2 道路整備費
道路特別整備事
業

9,194,000
関係機関との調整等に日数を要した
ため。

12 道路費 2 道路整備費 街路整備事業 5,446,000
関係機関との調整等に日数を要した
ため。

12 道路費 3 河川費
河川・水路等維
持管理事業

40,000
地下調節池の設備の突発的な故障が
発生したため。

12 道路費 3 河川費 河川整備事業 1,901,000
地元との調整等に日数を要したた
め。

12 道路費
自由通路管理事
業

追加の現場調査を実施する必要が発
生したため。

1 道路維持管
　理費

 
＜参考＞議案書 14 ページについて道路局関係部分を抜粋。 

 


